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１ 本年度の評価結果の概要 
（１）対 象 政 策 ７ ９ 政 策（１４年度 ８ ３ 政 策） 
 
（２）評価結果の概要 
 

政策数 
端 的 な 結 論 

15 年度 14 年度

目標が達成され､政策としての役割を終えた  １

目標達成に向けて成果が上がっている 
政策の必要性、施策の有効性・効率性等が認められ、これまでの

取組を継続すべき 

２７ ４０

目標達成に向けて成果が上がっている 
政策の必要性はあるが、施策の有効性・効率性等に課題があり、

取組の改善・新たな対策の検討が必要 

４９ ４０

目標達成に向けて成果は上がっていない 
政策の必要性、効率性、有効性等について課題があり、政策・業

務の見直しが必要 

 

そ  の  他 （※） ３ ２

合     計 ７９ ８３

※ 本年度は、郵政事業庁の公社化に伴うもの 
１４年度は、昨年度の類型において「目標達成に向けた成果は上がっていないものの

当該政策は必要であり、これまでの取組を進めていくべき」と分類されたもの 

 
（３）これまでの取組を継続すべきとされ、所要の予算の要求を検討する政策 
      １２政策（２７政策中） 
 
（４）取組の改善・新たな対策の検討が必要とされた政策の内訳 

政 策 数 
 制度改正 予算の見直し その他（事務改善が必要なもの等） 

４９ ２２ ３２ ３７ 



２ 総務省における実績評価の取組について 
（１）本評価書は、「行政機関が行う政策評価に関する法律」に基づき、平成１

５年度に総務省がその主要な７９政策について実績評価方式により自ら評

価を実施した結果をとりまとめたものです。 
総務省としては、この評価書及びその要旨をとりまとめ、公表することに

よって総務省の政策について国民に対する説明責任を果たすとともに、評価

結果の政策への適切な反映を図ることとしています。 
各政策の評価結果については、当該政策の問題点を明らかにし、今後政策

に適切に反映できるよう、また、国民にわかりやすいよう、 
○ 当該政策が必要か 
○ 成果が上がっているか、上がっていないか 
○ 当該政策（政策目標を実現するための施策を含む。）に係る課題を解決

するためには、何らかの改善や新たな取組が必要か 
という視点から設定した４つの「端的な結論」のいずれかを選択して示すこ

ととしています。 
 
（２）今年度は、評価書の内容を国民によりわかりやすいものとし、また、評

価結果の活用を一層推進するため、以下の取組を進めるとともに、評価に

当たっては、引き続き政策評価の手法や総務省の所管する政策について知

見を有する学識経験者をメンバーとする総務省政策評価会（別紙）におい

てご意見を伺うなど、その客観性等の確保に努めています。 
○ 概算要求等に反映させるため、評価結果の取りまとめ・公表の前倒し 

○ 今後の課題や対応策を、 

・ 「制度改正が必要なもの」 

・ 「予算措置が必要なもの」 

・ 「その他（事務改善が必要なもの等）」 

の３つに区分して明示し、評価結果の業務改善への活用を推進 

○ 国民によりわかりやすいものとするため、様式改善のほか、図表の活用

の推進 

○ 評価の質、客観性等の向上のため、アウトカムを重視した目標・指標の

設定、数値化の推進等 

 
（３）この評価結果は、今後、平成１６年度予算概算要求や制度改正等の政策

の企画立案等に活用することとしています。 
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